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経済

環境

事業者名 株式会社 田中材木店

お客様に信頼される、真のプロ足るべく研鑽に努め、その期待に応える商品・サービスを提供し続けます。
社員とその家族、及び私たちに関係するすべての人たちの幸せの実現を目指します。
創意工夫に努め、失敗を恐れず挑戦し、日々変革していく気概を持って仕事に取り組みます。
社会の一員であることを自覚し、法令を遵守しそれぞれの仕事を通じて、社会貢献に努めます。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標＞

a

＜2030年のSDGs達成に向けた経営方針と目指す姿＞

更新

三側面

（分野に☑）

環境

社会

SDGsに関する重点的な取組み

CO2排出量を算定し、可視化できるシステムを導
入し、脱炭素社会に向けてCO2の削減を図る

一般の方に木を使用することが森林、生態系を守
ることにつながることを発信する

・「三側面」、「前期のSDGsに関する重点的な取組み」と「前期の指標」には、前回登録申請した際に記載した「三側面」、「SDGsに関する重点的な取
組み」と「指標」をそのまま転記してください。
・「取組みの進捗状況」には、前期の重点的な取組みの実施状況を記載してください。指標が未達成の場合は、その理由等も記載してください。
・「前期の指標に対する実績」には、「前期の指標（数値目標）」に対する実績を数値を用いて記載してください。
※提出前に全てセルが青色から白色に変更になっているかをご確認ください。

＜パートナーシップ＞

・「パートナーシップ」には、企業やNPO法人、行政など関係機関との連携を記載してください。

材木店が川上（林業や木材市場）、川中（製材や卸売り）を経て、川下（地場の工務店や施主）までの一貫した
パートナーシップで信頼関係を構築し、持続可能な森林資源の活用と地域経済の活性化を図る。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標に係るこれまでの進捗状況＞

環境

社会

社会

経済

環境

環境

社会

経済

木材プレカット、合板プレカット加工時に出る木廃材の利
活用（SDGｓ椅子の販売など）

左記SDGｓイス以外にも木廃材を使用
したグッズや利用方法を検討、実施す
る。
2021年度1件⇒2024年度3件

DXを推進し、業務効率化を図る

社会

経済

環境

社会

経済 3棟

・「SDGsに関する重点的な取組み」には環境・社会・経済の三側面の全てについて、重点的な取組みを記載してください。なお、取組みが複数の分
野に該当する場合は、それぞれの分野にチェックを入れてください。
・「指標（更新時に向けた数値目標）」には、それぞれの取組みに対する「目指す姿」の実現を念頭に、それを評価するための指標項目と、現状の数値
および更新時（3年後）の数値目標を記載してください。前期と同じ取組みの場合は、現状の数値と下記の前期実績が一致しているかをご確認くだ
さい。

前期の指標に対する実績

（分野に☑）

熊本県産木材の取扱量を増やす
2021年度：5,000㎡
→2024年度：5,500㎡

前期の指標に対する実績

合法木材の使用と、その中でも熊本県産木材を積極的に
取り扱う。

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

合法木材証明書の発行を行った。また、県産材の補助金が
ある旨を工務店に伝え、積極的に活用するよう促したので
達成。

経済

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

a

a 導入するシステム選定や準備が遅れ、現状未達成である
が、新システムが2025年9月に導入される予定であり、
今後業務効率化を図っていく

0件

a 一般の方向け自社イベントで廃材を有効活用した遊具を
作成。廃材を活用することができたので達成。

項目 セミナーの実施

三側面
（分野に☑）

現状（2025年） 更新時（3年後）

木造新築戸建て住宅を建てる際に県産材を積極
的に使用する新工法を促すことで、地域材使用量
を増加させ、地域経済の活性化を促す

現状（2025年） 更新時（3年後）

4件

前期のSDGsに関する重点的な取組み

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

前期の指標

0棟

前期の指標に対する実績

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

（分野に☑）

2021年度：2件
2024年度：4件

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

2024年度：5,750㎡

指標
（更新時に向けた数値目標）

項目 CO2排出量

現状（2025年） 更新時（3年後）

算定なし

未実施 実施

項目 新工法を用いた新築住宅着工件数

3％削減（2024年比）


